
 

 

熊本県道路公社公告第１号 

 次のとおり、条件付一般競争入札を実施する。 

  令和６年（２０２４年）５月３１日  

                    熊本県道路公社 理事長 亀崎 直隆 

１ 競争入札に付する事項 

（１）工事番号 松有道Ｒ０６―工０１号 

（２）工 事 名 気象観測設備改修工事 

（３）工事場所 上天草市松島町地内（松島有料道路） 

（４）工事概要 気象観測装置改修工 １式 

        遠方監視設備改修工 １式 

        撤去工 １式 

（５）工 期 令和７年（２０２５年）３月３１日まで（余裕期間９０日間を含む） 

（６）予定価格 ４９，０７９，８００円（入札書比較価格４４，６１８，０００円） 

（７）そ の 他   

 ア 本工事は、入札時に技術申請書の提出を求め、技術評価と入札価格を総合的に評

価して落札者を決定する総合評価落札方式の対象案件である。指定期日までに技術

申請書の提出がない者は、入札してはならず、技術申請書を提出せずに行った者の

入札は無効とする。 

イ 本工事は、総合評価落札方式に係る自己採点型の適用案件である。 

ウ この入札は、書面による入札である。 

エ この入札は、入札後に落札候補者の競争参加資格の審査を行う事後審査型入札で

ある。 

オ この入札には、低入札価格調査の対象となる基準価格及び失格判断の対象となる

基準価格を設けている。 

カ 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１

０４号）第９条に定める対象建設工事である。 

キ 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付けるＶＥ方式の対象工事であ

る。 

ク 本工事は、週休２日試行工事の対象工事であり、入札公告に示した予定価格は、

「４週８休」を見込んだ補正を行った金額である。 

入札に当たっては、「４週８休」の実施予定の有無に関わらず、「４週８休」の

実施を前提とした積算により応札すること。 

受注者は、工事着手前日までに週休２日の実施の意向について、書面で監督員と

協議を行うこと。 



 

 

なお、工事着手日までに週休２日の実施の意向について、書面で協議されなかっ

た場合には、週休２日は未実施として取扱い、請負代金額を減額変更する。 

また、施工後に休日の達成状況を確認後、「４週８休」に満たない場合は、その

達成状況に応じて補正係数を見直し、請負代金額を減額変更するものとする。 

ケ １）本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術

者（以下、「特例監理技術者」という。）の配置を認める。特例監理技術者の

配置を行う場合には、「建設業法第２６条第３項ただし書きの規定の適用を受

ける監理技術者及び監理技術者補佐の取扱いについて（熊本県土木部長通知）

（令和３年（２０２１年）８月２３日付け監第３７７号）」の１．に記載さて

いる要件を満たさなければならない。 

２）特例監理技術者の配置を行う場合は、前項の規定を満たすことを確認するた

め、前項に記載の通知における別添様式（特例監理技術者の配置を予定してい

る場合の確認事項）を提出すること。 

コ この工事は、余裕期間９０日間を設けており、受注者が契約時に、余裕期間の範

囲内で工事の始期を選定する「任意着手方式」としている。 

２ 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

事後審査型一般競争入札公告共通事項書・熊本県道路公社所管工事（以下「共通事項

書」という。）第３に定める条件を満たす者で、さらに競争参加資格確認申請書の提出

期限の日から落札決定の日までの間において次の条件を全て満たす者であること。 

 

建設工事の種類 電気通信工事 

熊本県における

格付等級又は経

営事項審査の総

合評定値 

 電気通信工事の総合評定値が７００点以上。 

 ただし、平成１７年熊本県告示第３８０号による特例措置を

受けている者については加算後の総合評定値。 

営業所の所在地 九州地域内に営業所を有すること。 

設計業務等の受

託者との関連 

 次に掲げる、本工事の設計業務等の受託者又は当該受託者と

資本若しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。 

受託者名：株式会社 オリエンタルコンサルタンツ 

本店所在地：東京都渋谷区本町３丁目１２番１号 

経営事項審査の

審査基準日の期

間 

令和４年（２０２２年）１１月１８日から令和６年（２０２

４年）６月１７日まで 

  



 

 

施工実績に関す

る事項 

平成２２年度（２０１０年度）以降、元請けとして国内にお

いて完成した公共工事の電気通信工事で、気象観測装置又は遠

方監視制御装置の施工実績を有すること（共同企業体の構成員

としての実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。乙型共

同企業体の施工実績については、出資比率に関わらず各構成員

が施工を行った分担工事の実績であること。）。 

配置予

定技術

者に関

する事

項 

以下の条件を全て満たす技術者を本工事に配置できること。 

なお、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項及び建設

業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第２７条第１項に該当する場合

は、当該技術者を本工事の現場に専任で配置しなければならない。 

施工経

験 

 平成２２年度（２０１０年度）以降、施工実績に掲げる条件

を満たす工事の施工経験を有する者。 

資格等  電気通信工事に関し、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくは

ハに該当する者（主任技術者となる資格を有する者）又は電気

通信工事に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証

を有する者（監理技術者となる資格を有する者）。 

 ただし、下請代金の合計額が４，５００万円以上となる場合

は、電気通信工事に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講

習修了証を有する者を配置する必要がある。 

その他  当該入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係（競争参加資

格確認申請書の提出期限の日以前連続して３か月以上）にある

者。 

 

３ 総合評価に関する事項 

（１） 総合評価の方法 

ア）  総合評価は、技術申請書が提出された者に標準点８９．５点を与え、それに技

術評価における技術評価項目ごとの得点の合計点である加算点（１０．５点満点）及

び施工体制評価点（３０点満点）を加えたもの（以下「技術評価点」という。）を当

該入札者の入札価格で除す次式で得られた評価値（以下「評価値」という。）をもっ

て行う。 

評価値 ＝ 技術評価点（標準点＋加算点 +施工体制評価点）／入札価格 

イ）  施工体制の構築及び施工内容の実現確実性の向上について審査するため、原則

として、予定価格の制限の範囲内で入札を行った者に対して、施工体制に係るヒヤリ

ングを実施する。ただし、入札価格が熊本県建設工事低入札価格調査実施要領（平成



 

 

１６年熊本県告示第３３１号。以下「低入札価格調査実施要領」という。）に定める

低入札価格調査基準価格以上であるときは、ヒヤリングを省略する場合がある。 

  また、入札参加者のうち、低入札価格調査基準価格に満たない入札を行った者に対

しては、ヒヤリングのための追加資料の提出を求める。 

①  施工体制に係る審査方法の通知 

・期日 令和６年（２０２４年）６月１８日（火） 

・方法 ヒヤリングを行う場合は、ファクシミリにより審査方法を通知する。 

②  ヒヤリングのための追加資料の提出 

・期間 施工体制に係る審査方法の通知の日から令和６年（２０２４年）６月２４

日（月）午後５時まで 

・方法 追加資料の提出（２部）を求めた場合は、４の入札・契約担当課に持参す

ること。 

③  施工体制確認のためのヒヤリング 

・期日 令和６年（２０２４年）７月５日（金） 

・方法 ヒヤリングを行う場合は、説明者は、熊本県道路公社に来所し説明を行う

こと。 

なお、説明者、詳細な日時及び場所は①により通知する。 

 

（２） 評価に関する基準 

（１）の加算点の評価項目、評価基準及び得点配分は、（別添）評価に関する基

準のとおりとする。 

 

４ 入札等担当課 

区 分  担当課 電話番号等    住   所 

入札・契約

担当 

総務課 ＴＥＬ 

 ０９６４―２８―３３１０ 

ＦＡＸ 

 ０９６４－２７－４８８４ 

〒８６１－４２１４ 

熊本市南区城南町舞原

字東１９４番地（一般

財団法人 熊本県建設

技術センター内） 

技術担当 

監督担当 

有料道路課 ＴＥＬ 

０９６４―２７―６０１１ 

ＦＡＸ 

 ０９６４－２７―６０２２ 

 

   同   上 

 



 

 

５ 提出書類 

（１） 競争参加資格確認申請書等として次に掲げる書類を提出すること。 

ア 共通事項書第４の１の（１） ※別記様式１を使用すること。 

イ 共通事項書第４の１の（２） ※２の営業所の所在地が熊本県以外の場合 

ウ 共通事項書第４の１の（３） 

エ 共通事項書第４の１の（４） ※別記様式２を使用すること。 

オ 共通事項書第４の１の（５） ※別記様式３を使用すること。 

カ 共通事項書第４の１の（６） ※配置予定技術者が施工中の他の工事に従事して

いる場合別記様式３の２を使用すること。 

キ 共通事項書第４の１の（７） ※別記様式４を使用すること。 

 

（２） 総合評価落札方式に関する技術申請書として次に掲げる書類を提出すること。 

ア 共通事項書第４の１の（８） ※別記様式５～８を使用すること。 

 

６ 入札日程 

入札手続

等 

期間・期日等 場所・留意事項等 

設計図書

の閲覧及

び配付 

令和６年（２０２４年）５月３１日（金）から 

令和６年（２０２４年）６月１７日（月）まで 

４の技術担当課。 

熊本県道路公社のホ

ームページに掲載す

る。 

質問書の

提出 

令和６年（２０２４年）５月３１日（金）から 

令和６年（２０２４年）６月１０日（月）まで 

４の入札・契約担当

課。持参又は郵送

（書留郵便）による

こと（必着）。 

質問に対

する回答

の閲覧 

質問書を受理した日の翌日から起算して２日以

内の日から令和６年（２０２４年）６月１７日

（月）まで 

４の技術担当課。 

熊本県道路公社のホ

ームページに掲載す

る。 

技術申請

書の資料

提出 

入札公告した日の翌日から令和６年（２０２４

年）６月１７日（月）まで 

４の入札・契約担当

課。持参又は郵送

（書留郵便）による

こと（必着）。 



 

 

競争参加

資格確認

申請書等

の提出 

入札公告した日の翌日から令和６年（２０２４

年）６月１７日（月）まで 

４の入札・契約担当

課。持参又は郵送

（書留郵便）による

こと（必着）。 

入札及び

開札の場

所 

熊本市南区城南町舞原字東１９４番地 

一般財団法人 熊本県建設技術センター 大研

修室 

持参による。 

入札及び

開札の日

時 

令和６年（２０２４年）６月１８日（火）午前

１０時００分 

 

落札者決

定通知 

令和６年（２０２４年）６月２７日（木）（予

定） 

【施工体制確認が必要となった場合】 

令和６年（２０２４年）７月１１日（木）（予

定） 

【低入札価格調査が必要となった場合】 

令和６年（２０２４年）７月２５日（木）（予

定） 

書面による。 

競争参加

資格がな

いと認め

た理由、

落札者と

ならなか

った理由

の説明要

求 

令和６年（２０２４年）７月４日（木）まで

（予定） 

【施工体制確認が必要となった場合】 

令和６年（２０２４年）７月１９日（金）まで

（予定） 

【低入札価格調査が必要となった場合】 

令和６年（２０２４年）８月１日（木）まで

（予定） 

４の入札・契約担当

課へ持参すること。 



 

 

上記要求

に対する

回答 

令和６年（２０２４年）７月１１日（木）まで

（予定） 

【施工体制確認が必要となった場合】 

令和６年（２０２４年）７月２６日（金）まで

（予定） 

【低入札価格調査が必要となった場合】 

令和６年（２０２４年）８月８日（木）まで

（予定） 

書面による。 

 

７ その他 

（１） 入札者が１者のときでも、この入札を取りやめない。 

（２） この入札は、競争参加資格確認申請書を公告に示す期間までに郵送（書留郵便に

限る。）又は持参により受付け、入札後落札候補者の競争参加資格の審査を行う事

後審査型入札であり、競争参加資格確認申請書を期限までに適切に提出しない者は、

落札者として決定されない場合があるため、入札公告及び共通事項書に留意するこ

と。また、技術申請書及び競争参加資格確認申請書に添付する書類が同一であって

もそれぞれ申請書ごとに添付して提出すること。 

（３） 熊本県建設工事及び建設コンサルタント業務等委託契約事務取扱要領（令和４年

熊本県告示第２８５号）及び熊本県建設工事低入札価格調査実施要領（令和４年熊

本県告示第２８６号）により、低入札価格調査制度と最低制限価格制度の適用区分

及び低入札価格調査制度における失格判断基準価格の算定方法が改定されているの

で留意すること。 

（４） その他の事項については、熊本県道路公社ホームページに掲載する共通事項書に

示すとおりとする。 

 


